
○奈良県警察提案制度実施規程

（平成８年１月12日本部訓令第２号）

［沿革］ 平成16年６月本部訓令第11号、20年３月第16号、26年２月第７号、３月第10号、29年３月

第４号、令和３年３月第９号、４年３月第６号改正

（趣旨）

第１条 この規程は、奈良県警察職員（以下「職員」という。）から提出された要望及

び意見（以下「提案」という。）を組織運営に反映させることにより、職員の参加意

識を高めるとともに、職員相互の意思の疎通を促進し、もって士気の高揚と警察業務

の効率的運用を図るため、職員による提案の奨励及びそれを処理するための手続に関

し必要な事項を定めるものとする。

（職員の心構えと所属長の責務）

第２条 職員は、常に参加意識を持って積極的に提案を行い、業務運営、職場環境等の

改善及び向上に努めなければならない。

２ 警察本部（以下「本部」という。）の課長、所長、隊長及び学校長並びに警察署長

（以下「所属長」という。）は、提案制度の趣旨を理解し、あらゆる機会をとらえて

提案の気風の醸成を図るとともに、職員からの提案を積極的に吸収し、生きがいのあ

る明るい職場作りに努めなければならない。

（提案）

第３条 職員は、次に掲げる事項について提案することができる。

(1) 業務運営及び職務執行の改善並びに行政サービスの向上に関する事項

(2) 職場環境及び勤務条件の改善に関する事項

(3) 事務の合理化及び能率化の促進に関する事項

(4) 福利厚生及び余暇活用に関する事項

(5) 前各号に掲げるもののほか、士気の高揚、警察業務の効率的運用等を図るために

必要と認められる事項

２ 職員は、提案をしようとするときは、提案書（別記様式第１号）により氏名を明ら

かにして、次条第１項に規定する所属提案審査委員会に対して行うものとする。

（所属委員会の設置）

第４条 本部の課、所、隊及び学校並びに警察署に所属提案審査委員会（以下「所属委

員会」という。）を置く。

２ 所属委員会の庶務は、本部の課、所、隊及び学校にあっては庶務係、警察署にあっ

ては警務課（係）において行うものとする。



（所属委員会の組織及び構成）

第５条 所属委員会の組織及び構成は、次のとおりとする。

(1) 委員長 所属長

(2) 委員 委員長の指名する者

（所属委員会の任務等）

第６条 所属委員会は、所属の職員から提案された事項について、調査、研究及び審議

し、当該提案についての採否を決定することを任務とする。

２所属委員会は、提案を受理したときは、提案処理カード（所属用）（別記様式第２

号）を作成し、審議の経過を明らかにしておくものとする。

３ 所属委員会は、第１項の規定に基づき採択した事項について、その実施状況の確認

に努めなければならない。

（所属委員会の会議）

第７条 所属委員会は、随時開催するものとし、委員長が招集する。

２ 委員長は、必要により提案者に委員会への出席を求め、提案の内容について説明を

受けることができる。

３ 前項に定めるもののほか、会議に関し必要な事項は、委員長が定める。

（総合改善委員会への送付）

第８条 所属委員会委員長は、審議の結果、その提案の内容が奈良県警察全体に影響を

及ぼすものであるとき、統一を期する必要があるものであるとき、所属委員会限りで

は採否の判断をすることが困難なものであるとき等については、提案送付書（別記様

式第３号）により、意見を付して次条の規定に基づき設置される奈良県警察総合改善

委員会に送付するものとする。

（総合改善委員会の設置）

第９条 本部に奈良県警察総合改善委員会（以下「総合改善委員会」という。）を置く。

（総合改善委員会の組織及び構成）

第10条 総合改善委員会の組織及び構成は、次のとおりとする。

(1) 委員長 警務部長

(2) 副委員長 警務部参事官

(3) 委員 警務部警務課長、警務部会計課長、警務部厚生課長、生活安全部生活安全

企画課長、刑事部刑事企画課長、交通部交通企画課長、警備部公安課長、近畿管区

警察局奈良県情報通信部通信庶務課長その他委員長が指名する者

（総合改善委員会の任務）

第11条 総合改善委員会は、所属委員会から送付された提案事項について調査、研究及



び審議し、当該提案についての採否を決定することを任務とする。

２ 総合改善委員会は、前項の規定に基づき採択した事項について、その実施状況の確

認に努めなければならない。

（総合改善委員会の会議）

第12条 総合改善委員会の会議は、月１回開催するほか、委員長が必要と認める場合に

招集する。

２ 総合改善委員会の議事は、委員長が主宰する。

３ 委員長に事故あるときは、副委員長がその職務を代理する。

４ 委員長は、必要があると認めるときは、副委員長及び委員以外の者に対し総合改善

委員会への出席を求め、意見を聴くことができる。

５ 総合改善委員会の庶務は、警務部警務課において行う。

（提案の処理）

第13条 総合改善委員会は、提案を受理したときは、提案処理簿（別記様式第４号）に

所要事項を記載の上、提案処理カード（本部用）（別記様式第５号）を作成し、当該

提案の内容を主管する本部の課、所、隊又は学校（以下「本部主管課」という。）に

送付するものとする。

２ 本部主管課は、提案処理カード（本部用）の送付を受けたときは、速やかに提案事

項について検討し、その結果を総合改善委員会に報告しなければならない。

（専門部会）

第14条 総合改善委員会に、専門的知識又は継続的な調査及び研究を要する事項につい

て、その調査及び研究を行わせるため、専門部会を置くことができる。

２ 専門部会は、委員長が指名する部会長及び部会員若干名をもって組織する。

３ 委員長は、本部の所属長のうちから部会長を、本部の調査官、管理官、次席、副隊

長、副校長、指導官又は課長補佐若しくは警察署の副署長、次長、刑事官、地域官、

交通官、会計官又は課長のうちから部会員を指名するものとする。

４ 委員長は、専門部会による調査及び研究に代えて、本部の他の各種委員会に提案の

調査及び研究を依頼することができる。

（所属委員会における審議結果の報告）

第15条 所属委員会は、第６条第１項の規定に基づき採否を決定した提案事項（第８条

の規定に基づき総合改善委員会に送付したものを含む。）について、毎月５日までに

前月の結果を取りまとめ、提案処理報告書（別記様式第６号）により総合改善委員会

に報告するものとする。

（審議結果の報告等）



第16条 総合改善委員会は、審議結果について、警察本部長に報告するものとする。

２ 総合改善委員会は、警察本部長への報告を終えたときは、その結果を本部主管課に

通報するものとする。この場合において、通報を受けた本部主管課は、採択されたも

のについては遅滞なく処理し、その結果を総合改善委員会を通じて警察本部長に報告

しなければならない。

（審議結果の通知等）

第17条 総合改善委員会又は所属委員会は、提案事項の審議結果及び採否の理由を提案

審議結果通知書（別記様式第７号）により提案者に通知するものとする。

２ 総合改善委員会は、前項の通知を行う場合においては、所属委員会に対しても通知

するものとする。

３ 総合改善委員会は、提案事項を第14条に定めるところにより専門部会又は各種委員

会において調査及び研究を行うこととした場合は、その状況を提案者に通報するもの

とする。

（審議結果の公表）

第18条 総合改善委員会は、提案事項の審議結果及び第15条の規定に基づく所属委員会

からの報告を取りまとめ、部内に公表するものとする。

（表彰）

第19条 総合改善委員会又は所属委員会で採択した提案事項で、優秀であると認められ

るものについては、奈良県警察表彰取扱規程（昭和49年10月奈良県警察本部訓令第10

号）に定めるところにより、表彰するものとする。

（その他）

第20条 この規程に定めるもののほか、提案制度を実施するについて必要な事項は、別

に定める。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、平成８年２月１日から施行する。

（奈良県警察事務合理化委員会規程の廃止）

２ 奈良県警察事務合理化委員会規程（昭和35年２月奈良県警察本部訓令第１号）は、

廃止する。

（経過措置）

３ この訓令施行の際現に廃止前の奈良県警察事務合理化委員会規程の規定に基づき提

案されている事項については、この訓令の規定に基づき提案されたものとみなす。

附 則 （平成16年６月１日本部訓令第11号）



この訓令は、平成16年６月１日から施行する。

附 則 （平成20年３月21日本部訓令第16号）抄

（施行期日）

１ この訓令は、平成20年３月28日から施行する。

附 則 （平成26年２月24日本部訓令第７号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成26年３月４日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の訓令により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成26年３月19日本部訓令第10号）

この訓令は、平成26年３月25日から施行する。

附 則 （平成29年３月15日本部訓令第４号）

この訓令は、平成29年３月24日から施行する。

附 則 （令和３年３月23日本部訓令第９号）

この訓令は、令和３年３月26日から施行する。

附 則 （令和４年３月24日本部訓令第６号）

この訓令は、令和４年３月25日から施行する。


















